平成26年度障害児者向け施設被害状況確認訓練実施アンケート単純集計結果
(H26.10.20)
Ⅰ　アンケート調査の概要
１　調査の目的
平成26年９月２日(火)に実施した「平成26年度障害児者向け施設被害状況確認訓練を踏まえ、「障害児者向け施設被害状況確認システム」を災害発生時等に有効に活用するための資料を得ることを目的に実施。

２　調査期間
平成26年９月９日(火)～９月19日(金)

３　調査の対象
県内の通所系・入所系指定障害児者施設(1,715事業所)のうち、「障害福祉情報サービスかながわ」に「お知らせ配信用メールアドレス」又は「被害状況調査用メールアドレス」を登録した事業所（1,368事業所、79.8％）
施設種類別事業所の状況は次のとおり。
	施設種別
	事業所数
	調査票配信事業所数
	配信率

	実事業所数
	1,715
	1,368
	79.8%

	延事業所数
	2,292
	1,888
	82.4%

	障害者支援施設
	99
	94
	94.9%

	グループホーム
	475
	371
	78.1%

	短期入所施設
	183
	154
	84.2%

	療養介護事業所
	12
	8
	66.7%

	生活介護事業所
	474
	400
	84.4%

	自立訓練（機能訓練）事業所
	10
	6
	60.0%

	自立訓練（生活訓練）事業所
	44
	40
	90.9%

	就労移行支援事業所
	117
	103
	88.0%

	就労継続支援Ａ型事業所
	60
	49
	81.7%

	就労継続支援Ｂ型事業所
	367
	328
	89.4%

	福祉型障害児入所施設
	16
	7
	43.8%

	医療型障害児入所施設
	13
	7
	53.8%

	児童発達支援事業所
	161
	121
	75.2%

	医療型児童発達支援事業所
	15
	8
	53.3%

	放課後等デイサービス事業所
	246
	192
	78.0%



４　調査の方法
①　県障害サービス課から、調査対象者にアンケート調査への協力依頼をメール送信。
②　メールを受け取った事業所は、「障害福祉情報サービスかながわ」の書式ライブラリからアンケート調査票をダウンロードし、質問に回答。
③　質問に回答した事業所は、回答済の調査票を電子メールに添付し、県障害サービス課に送信。

５　調査の内容
（１）「被害状況確認訓練」での回答状況及び無回答事業所の無回答理由
（２）「被害状況調査用メールアドレス（スマートフォン等のメールアドレス）」の登録状況及び未登録事業所の未登録の理由
（３）その他

Ⅱ　調査結果
１　回答の状況
問１　事業所・施設の種類についてお聞かせください。
	事業所・施設の種類
	調査対象
事業所数
	回答数
	回答率（％）

	実事業所数
	1,368
	239
	17.5 

	延事業所数
	1,888
	335
	17.7 

	障害者支援施設
	94
	30
	31.9 

	グループホーム
	371
	45
	12.1 

	短期入所施設
	154
	6
	3.9 

	療養介護事業所
	8
	3
	37.5 

	生活介護事業所
	400
	61
	15.3 

	自立訓練（機能訓練）事業所
	6
	0
	0.0 

	自立訓練（生活訓練）事業所
	40
	7
	17.5 

	就労移行支援事業所
	103
	22
	21.4 

	就労継続支援Ａ型事業所
	49
	12
	24.5 

	就労継続支援Ｂ型事業所
	328
	70
	21.3 

	福祉型障害児入所施設
	7
	1
	14.3 

	医療型障害児入所施設
	7
	2
	28.6 

	児童発達支援事業所
	121
	32
	26.4 

	医療型児童発達支援事業所
	8
	3
	37.5 

	放課後等デイサービス事業所
	192
	41
	21.4 



アンケートへの回答事業所数は239事業所、回答率は17.5％であった。療養介護事業所・医療型児童発達支援事業所(37.5％)、障害者支援施設(31.9％)で３割を超えた。一方、自立訓練(機能訓練)事業所(0.0％)、短期入所施設(3.9％)で１割以下となった。



２　「被害状況確認訓練」への参加状況
問２　今回の訓練での回答状況についてお聞かせください。
	項目
	合計
	スマートフォン等のメールアドレスも登録している
	スマートフォン等のメールアドレスは登録していない

	
	回答数
	回答率
（％）
	回答数
	回答率
（％）
	回答数
	回答率
（％）

	合計
	239
	100.0 
	143
	100.0 
	96
	100.0 

	スマートフォンや携帯電話等で回答した
	94
	39.3 
	93
	65.0 
	1 
	1.0 

	事業所のパソコンで回答した
	106
	44.4 
	33
	23.1 
	73 
	76.0 

	回答しなかった
	39
	16.3 
	17
	11.9 
	22 
	22.9 



アンケートへの回答者(239事業所)のうち、「被害状況確認訓練」で回答した事業所は200事業所(83.7％)であった。
「スマートフォンや携帯電話等で回答した」事業所は39.3％であり、「事業所のパソコンで回答した」事業所は44.4％であった。また、「スマートフォン等のメールアドレスも登録している」事業所に限って見ると、「スマートフォンや携帯電話等で回答した」事業所は65.0％であった。

３　被害状況確認訓練で回答しなかった理由
問３　問２で「３　回答しなかった」を選んだ事業所にお伺いします。
	項目
	回答数
	回答率（％）

	合計
	39
	100.0 

	被害状況調査用メールアドレスを登録したスマートフォン・携帯電話に訓練メールが届かなかった
	4
	10.3 

	携帯電話で回答しようとしたが、インターネットを利用できる契約をしていなかった
	3
	7.7 

	回答の仕方がわからなかった
	1
	2.6 

	業務多忙のため回答できなかった
	22
	56.4 

	その他
	9
	23.1 



「回答しなかった」と回答した39事業所のうち、「業務多忙のため回答できなかった」と回答したのは56.4％で５割以上となった。
「その他」としては、「回答しようとしたが受付時間が終了していた」（２事業所）、「URLをクリックしたが、アクセスできなかった」（２事業所）、「メールをチェックしていなかったため、訓練に気付かなかった」、「前任者から引継ぎがされておらずメールが届かなかった」、「担当者が休みで回答できなかった」などがあった。


４　「回答の仕方がわからなかった」具体的内容
問４　問３で「３　回答の仕方がわからなかった」と回答された方にお伺いします。回答の仕方でわからなかった点は次のどれですか？
	項目
	回答数
	回答率（％）

	合計
	1
	100.0

	回答は、受信したメール下部に記載されたＵＲＬをクリックし、「障害福祉情報サービスかながわ」の回答ページにアクセスして行うことになっていることがわからなかった
	1
	100.0 

	回答ページにはアクセスできたが、回答項目の内容が理解できず、何を回答すれば良いのかわからなかった
	0
	0.0 

	その他
	0
	0.0 



５　「被害状況調査用メールアドレス（スマートフォンや携帯電話のアドレス）」の登録状況
問５　あなたの事業所は、「お知らせ配信用メールアドレス（業務用パソコンのメールアドレス）」のほかに、「被害状況調査用メールアドレス（スマートフォンや携帯電話のアドレス）」を登録していますか？
	項目
	回答数
	回答率（％）

	合計
	239
	100.0 

	スマートフォン等のメールアドレスも登録している
	143
	59.8 

	スマートフォン等のメールアドレスは登録していない
	96
	40.2 



アンケートに回答した事業所のうち、約４割(40.2％)がスマートフォン等のメールアドレスを登録していなかった。

６　スマートフォン等のメールアドレスを登録していない理由
問６　問５で「２　スマートフォン等のメールアドレスは登録していない」と回答された方にお伺いします。大規模災害発生時には、停電などにより業務用パソコンが使用できない場合があることから、被害状況確認システムでは、スマートフォンや携帯電話のアドレスも登録できるようにしています。スマートフォン等のメールアドレスを登録していない理由は何ですか？
	項目
	回答数
	回答率（％）

	合計
	96
	100.0 

	業務用のスマートフォンや携帯電話がない
	33
	34.4 

	業務用の携帯電話は有るが、インターネットが利用できるようになっていない
	35
	36.5 

	パソコンのメールアドレスを登録しているので、スマートフォン等のメールアドレスまで登録する必要はないと思った
	13
	13.5 

	その他
	15
	15.6 



スマートフォン等のメールアドレスを登録していない理由としては、「業務用の携帯電話は有るが、インターネットが利用できるようになっていない」(36.5％)、「業務用のスマートフォンや携帯電話がない」(34.4％)で３割以上となった。
その他の理由としては、「パソコンへのメールをスマートフォン等に転送できるようにしているため」(６事業所)、「スマートフォン等のメールアドレスを登録できることを知らなかった」(２事業所)、「業務用のスマートフォン等がなく、個人用のものを登録するにはセキュリティ面で不安があるため」、「市独自の防災無線等があるため不要だと思った」などがあった。

７　自由意見
問７　その他、「被害状況確認システム」の活用等について、ご意見・ご提案等がありましたら、自由にご記入ください。

93事業所から自由意見が寄せられた。その概要は次のとおりである。
（１）「障害児者向け施設被害状況確認システム」について
「被害状況確認システム」については、災害時に有効であると考えるので、積極的に活用して行きたい（８事業所）という意見がある一方、インターネットメールが実際の災害時に使えるか不安である（10事業所）、Twitterや掲示板などの活用も検討して欲しいという意見もあった。また、災害時に、このシステムにより得られた情報がどのように活用されるのかがわかるとより有効に活用できるとの意見（７事業所）もあった。
（２）「被害状況確認訓練」について
被害状況確認訓練については、災害に備え、定期的に訓練を実施した方が良い（６事業所）という意見が多く、今回の訓練を機会にスマートフォン等のメールアドレスを登録した、あるいは今後登録しようと思うという記載（10事業所）もあった。
また、今回日程の関係で訓練に参加できなかったので実施日を工夫して欲しい、訓練メールはもっと危機感のあるものにして欲しい、事業所として複数の者が回答してしまうということが起きたので内部で回答の体制を見直す必要があることがわかったなどの記載があった。
（３）被害状況確認システムへのスマートフォン等のアドレス登録について
「業務用のスマートフォン等がないため現在は登録していない。個人用のものを登録しようと思うが、個人用のものを業務に持ち込むことには抵抗がある。」、被害状況調査用メールアドレスを複数登録できるようにして欲しい（２事業所）などの意見があった。
（４）被害状況調査メールの着信について
スマートフォン等のメールアドレスを登録していたがメールが届かなかったという指摘（６事業所）があったが、その中にはパソコンからのメール着信ができない設定になっていたとの記載もあった。また、地震速報のように着信音が変わるとよりわかりやすいとの意見があった。

（５）回答項目等について
回答項目が簡素化されており回答しやすかったという意見（３事業所）がある一方、回答項目が多過ぎるので、簡素化して欲しいという意見（３事業所）もあった。
設問内容については、設問の意味がわかりにくい（「施設外要避難者数」「派遣可能職員数」）、回答を選択できるようにした方が良い（「回答に使用した端末の種類」、「必要な物品」）、などの意見があった。「受入可能避難者数」については、どのような障害者を受け入れるかによって対応が異なるので回答が難しいという意見があった。
また、送信内容が確実に届いているか確認できると安心できる（３事業所）、複数の事業所について同じメールアドレスを登録している場合には、同時に複数のメールが届くので、どのメールにどの事業所分の回答を入力すればよいのか分かりにくかったとの記載もあった。
（６）情報の共有について
報告した情報を事業所相互間で見ることができたり、掲示板などで提供してもらえれば相互支援体制づくりや事業所間連携が行いやすくなる（７事業所）。また、利用者の家族なども見ることができれば家族等が情報を得る手段の１つになるとの意見があった（２事業所）。
（７）その他について
被害状況確認システムや被害状況確認訓練についての周知徹底を行って欲しい、施設における災害への備えや災害時の対応の仕方についての研修を行って欲しい、などの意見があった。
